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１ 開会  

２ 委嘱状の交付  

３ 市長あいさつ  

４ 自己紹介  

５ 会長・副会長の選出  

６ 会長・副会長あいさつ  

７ 会場運営上の説明  

（１）会議録作成のため、レコーダー等で録音をする件  

（２）会議の公開を行う件  

 

８ 議題（要旨）  

 （１）京田辺市こども計画に係る令和７年度の実績と評価・検証について  

  ＜説明資料＝資料５・資料６・資料７＞  

   事務局から、資料５から資料７に基づき、重点事業の評価及びこども・

子育て支援事業等の実施状況について説明。  

   重点事業２１事業のうち、「Ａ  十分効果的に実施できた」が６事業、「Ｂ  

概ね効果的に実施できた」が１３事業で、達成率は９０％となった。一方、

草内地区における認定こども園整備事業を延期したことから、該当事業を

「Ｃ 内容の見直しが必要」と評価した。また、令和８年度から開始する「こ

ども誰でも通園制度」については、「Ｆ  次年度以降に実施予定」と評価し

た。 

 

◯ 主なご意見と回答  

Ｑ１．保育手続のオンライン化について、現在オンラインで行える手続

と、今後オンライン化を予定している手続を教えてください。  

Ａ１． 令和８年度の幼稚園新規入園申込み及び保育所継続申込みをオン

ライン化しました。また、各家庭の状況に応じて必要な手続を案内する

オンラインガイドを令和８年３月に稼働しており、令和９年度の申込み

から活用いただける予定です。  
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Ｑ２．産後ケア事業の短期入所型とは、具体的にどの程度の期間を指し、

どのような施設を利用するのでしょうか。  

Ａ２．  令和７年度は、契約している２か所の医療機関で実施しました。

短期入所型は、例えば午前１０時から翌日の午前１０時までを１泊とし

て利用するものですが、通所型と併せて利用することで、日中に食事を

含めて夕方までケアを受けることができます。  

実際には通所型のみで利用することはなく、短期入所型と通所型を組

み合わせて利用する形となっています。  

 

Ｑ３．市外や府外の医療機関で出産した方も、産後ケアを利用できるの

でしょうか。  

Ａ３． 市外や府外で出産した方についても、希望を伺った上で、市が契

約している医療機関において産後ケアを実施しています。利用できる施

設の拡充は課題と認識しており、京都府の検討状況も踏まえながら、利

用者ニーズに合った事業となるよう検討していきます。  

 

Ｑ４．産後ケア終了後に、とんとんママ訪問相談へつなぐルートは確立

されていますか。  

Ａ４．  個々の状況や必要性に応じて、産後ケア、子育て支援センター、

とんとんママ訪問相談などの事業や関係機関と連携しています。一方で、

支援の切れ目が生じる場合もあることから、今後さらに連携を強化して

いきます。  

 

Ｑ５．小規模保育事業者の参入を促進する場合、今後どのような計画に

基づいて施設整備を進めるのでしょうか。  

Ａ５． 京田辺市立幼稚園・保育所再編整備計画において、今後、小規模

保育事業所を積極的に整備する方針はありません。今後、状況に変化が

あった場合は、改めて報告します。  

 

Ｑ６．大住児童館の改修期間中、これまでの利用者に対して、どのよう

な代替事業を実施していますか。  

Ａ６． 北部住民センターにおいて、水曜日、金曜日及び土曜日の週３回、
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午後から「ふれあい広場」を実施し、親子の利用に対応しています。  

 

 （２）令和８年度保育提供体制の確保のための実施計画について  

  ＜説明資料＝資料８＞ 

   事務局から、資料８に基づき、保育ニーズ、利用定員数及び待機児童数

について説明。  

   令和７年４月１日及び令和８年４月１日時点の待機児童数は、いずれも

国の基準に基づき０人となった。また、令和９年度以降の申込者数及び利

用定員数は、第３期こども・子育て支援事業計画の人口推計、申込率及び

提供量を基に算出している。  

 

◯ 主なご意見と回答  

   Ｑ１．令和９年度と令和１０年度の利用定員数は同じですが、令和１１

年度に増加するのは、施設整備の予定があるためでしょうか。  

Ａ１． 一旦、草内こども園の整備を見込んでいます。草内保育所の定員

と、新たに整備する草内こども園の保育枠との差が４０人となるため、

令和１１年度の利用定員数に４０人を加えています。  

 

Ｑ２．待機児童数は０人となっていますが、希望した市内の園に全員が

入園できたのでしょうか。市外の保育施設を利用している方の状況も教

えてください。  

Ａ２．  市外の保育施設を利用している児童は、特に北部地域を中心に  

１００人を超えており、枚方市や八幡市の施設を利用している方がいま

す。利用先は各家庭の事情により異なり、市内の希望園に入れなかった

場合や、通勤等の事情により市外園を希望した場合など、様々なケース

があります。  

 

Ｑ３．希望園に入れず保留となっている方がいるのであれば、「待機児童

０人」だけでは実態が伝わりにくいのではないでしょうか。  

Ａ３． 公表している待機児童数は、国の基準に基づいて算出しています。

この基準では、特定の園に限定して希望している方などは待機児童とし

て数えられません。希望園に入れず保留となっている方がいることから、
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再編整備を進める中で保育枠の確保に取り組みます。また、実態が分か

るような情報提供についても検討します。  

 

Ｑ４．市内でも地域によって住宅開発やこどもの数が異なるため、市全

体の数値だけでなく、地域別の資料を示す必要があるのではないでしょ

うか。  

Ａ４． 市南部及び中南部では、人口増加に伴い子育て世帯が増え、保育

需要も増加していると分析しています。地域ごとの課題は把握していま

すが、今回の実施計画は、国への提出や補助金の採択要件を確認するた

め、市全体の数値を示す様式となっています。  

 

Ｑ５．令和８年度の申込者数が減少していますが、特に０歳児の減少に

ついて、今後の見込みをどのように分析していますか。  

Ａ５． 令和８年度４月の新規入所希望者数は、４９４人から４１４人へ

８０人減少しており、特に０歳児の減少が大きな要因となりました。こ

の減少は想定外であり、現時点では一時的なものか、継続的な傾向かを

判断することは困難です。出生数はおおむね４００人程度で横ばいです

が、育児休業制度の定着が０歳児の申込み減少に影響している可能性も

あります。令和９年度の申込み状況を確認し、必要に応じて計画の見直

しを検討します。  

 

（３）令和８年度京田辺市乳児等通園支援事業所の利用定員の設定について  

  ＜説明資料＝資料９＞ 

   事務局から、資料９に基づき、乳児等通園支援事業「こども誰でも通園

制度」の概要及び河原こども園の利用定員について説明。  

河原こども園の利用定員は、１時間当たり３人、１月当たり１３２人と

設定する。  

 

◯ 主なご意見と回答  

Ｑ１．午前９時から１１時までの２時間では利用しにくい場合がありま

す。午後の実施など、利用時間帯を拡充する考えはありますか。  

Ａ１． 現在は、保育所等に併設し、一時保育事業と同じスペースを使用
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しているため、施設及び保育士の確保の面から、全施設で午前９時から

１１時までの実施としています。今年度開始した事業であるため、今後

の利用ニーズや実施状況を踏まえ、民間事業者への委託や専用スペース

の確保なども含めて検討します。  

        

（４）その他（（仮称）草内こども園整備事業の延期について）  

＜説明資料＝資料１０＞ 

事務局から、資料１０に基づき、（仮称）草内こども園整備事業の延期につ

いて説明。  

本事業は、草内幼稚園と草内保育所を統合し、０歳児から５歳児までを受

け入れる幼保連携型認定こども園として、民間事業者による整備・運営によ

り令和９年４月の開園を目指していた。しかし、令和８年２月から３月に開

催した地元説明会において、市の説明時期の遅れや交通安全、周辺環境への

影響について多くの懸念が示されたため、着工を見送り、開園時期を延期し

た。  

令和８年７月１１日に改めて地元説明会を開催し、住民から意見を聴取し

た。今後も段階的に説明会を開催し、理解形成に努める。  

 

◯ 主なご意見と回答  

Ｑ１．３月から７月までの間に、地元住民の受け止めや理解に変化はあり

ましたか。  

Ａ１． ７月の説明会は、その場で合意や事業への理解を求めるものではな

く、市の現在の考えを示した上で、改めて意見を伺う場として開催しまし

た。そのため、状況が変化したというよりも、今回を新たな出発点として

ご意見を伺い、今後の取組を進めていくための説明会であったと受け止め

ています。  

 

Ｑ２．今後も説明会を開催するのでしょうか。また、開園時期は１年延期

となるのか、年度途中の開園もあり得るのでしょうか。  

Ａ２． 次回説明会は、おおむね２か月後の９月または１０月初旬を予定し

ており、その後も複数回開催する考えです。令和１０年４月の開園につい

ては、工期を考慮すると難しいと認識しています。そのため、それ以降の
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開園となりますが、原則として４月１日の開園を目指します。しかし、他

自治体では年度途中の開園事例もあることから、今後スケジュール等を見

通して検討します。  

 

Ｑ３．年度途中の開園による国の補助金への影響はありますか。  

Ａ３．  年度内に事業が完了する計画であれば、補助金の活用は可能です。

また、当初から２か年事業として計画することで、２か年にわたり補助を

受けることも可能であるため、年度途中の開園であっても補助金への影響

はないと考えています。  

 

Ｑ４．住民説明会が工事着工直前の２月になった理由は何ですか。また、

交通安全や周辺環境への影響は事前に検討していなかったのでしょうか。  

Ａ４． ２月の説明会が最初の住民説明会であり、３月の着工予定に対して

説明時期が遅かったことは事実です。本来であれば、用地取得や予算措置

の段階で説明すべきであったと考えています。交通安全対策や車両動線に

ついては庁内の関係部署と協議していましたが、説明会を通じて、近隣住

民の実感や懸念と、市の想定との間に大きな隔たりがあることが分かりま

した。  

 

Ｑ５．説明会を受け、交通安全対策に変更はありましたか。  

Ａ５． 説明会を通じて、周辺の交通量や過去の事故に関する情報を得まし

た。これらを踏まえ、グリーンベルト、カーブミラーの設置や駐車場位置

の変更など、交通安全対策の見直しを検討しています。  

 

Ｑ６．交通安全に関する課題については、早期に警察の交通担当部署へ相

談し、必要に応じて関係機関と連携して対応した方がよいと思います。  

Ａ６．  関係機関と引き続き連携し、必要な相談を行っていきます。  

 

Ｑ７．こども園の開園を期待して転園を検討している家庭や、現在の保育

所の老朽化を心配している保護者の声もあります。賛成意見をどのように

反映し、既存施設の安全性をどのように確保しますか。  

Ａ７． 反対意見だけでなく、早期整備を望む保護者からの声も届いていま
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す。立場の異なる方々が公平に意見を表明できる説明会となるよう努めま

す。また、草内保育所の老朽化については重要な課題と認識しており、整

備事業が延期される間も、屋上防水など必要な維持修繕を実施します。  

 

Ｑ８．住民全員の賛同を得ることは難しいと考えますが、どのような状況

になれば事業を進めると判断するのでしょうか。  

Ａ８． 現在は、地域から寄せられた意見を課題として整理し、事業者とと

もに対応を検討している段階です。地域からおおむね理解を得られるよう、

説明を尽くしたうえで、最終的な判断を行う必要があると考えています。  

 

Ｑ９．整備・運営事業者は、開園延期をどのように受け止めていますか。  

Ａ９． 事業者は、現在の場所でこども園を整備・運営したいという意向を

持っています。市とともに説明会に参加し、課題の検討を進めており、現

時点では引き続き説明を尽くしながら事業を進める考えです。  

 

（４）その他（委員からのご意見）  

「子育てサークルへの支援について」  

 

◯ 主なご意見と回答  

  Ｑ１．子育てサークルが減少している背景には、公民館使用料の負担があ

ると考えます。地域の子育て活動を継続するため、使用料の減免や支援制

度を検討できないでしょうか。  

Ａ１．地域の居場所づくりやイベントに対する補助制度を設けていますが、

公民館使用料などは補助対象外となる場合があります。地域づくりの観点

から、今後どのような支援が可能か検討してまいります。  

 

Ｑ２． 無償で活動する団体にとって、補助金申請の手続自体が負担となる

場合があります。市が認定した団体について、公民館を無償または軽減し

て利用できる仕組みなど、簡素で利用しやすい支援方法を検討してほしい

です。  

Ａ２． 子育て支援に限らず、地域で活動する団体への支援については、施

設使用料や各種負担のあり方も含め、総合的に検討する必要があると考え
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ています。いただいた意見を踏まえ、可能な支援策を検討していきます。  

 

９ 閉会  


